別記第１号様式
第　　　号
　　年　　月　　日
　岐阜県知事　様
設置予定者　所在地

法人名
代表者名                           　　　
有料老人ホーム事前協議書
　次のとおり有料老人ホームを設置したいので、関係書類を添えて協議します。
	施設の名称
	

	所在地
	

	施設の種類
	

	施設の地理的状況

	

	施設の規模及び構造
並びに設備の概要

	　ア　施設面積
　イ　敷地所有関係
　ウ　施設整備の区分（新築・既存建築物等の活用）
　エ　建物の面積
　オ　建物の構造
　カ　主要な設備概要


	施設の運営方針

	

	入所定員

	　　　      　人（最大　　人）
居室数　　　　室（内訳：１人部屋　　室、２人使用可能部屋　　室）

	職員の定数及び職務の内容

	

	施設の長及びその他主な職員の氏名及び経歴

	

	事業開始予定年月日

	


　有料老人ホーム事前協議書必要書類
                                                                                                                    　　　　　   　　　　年　　月　　日現在
	番　号
	項　　　　　　　　　　　　　目
	チェック欄
	注　　意　　事　　項　　等

	①基本的事項

	
	ア
	有料老人ホーム事前協議書（鑑）
	
	別記第１号様式

	
	イ
	有料老人ホーム設立（経営）趣意書
	
	

	
	ウ
	市町村等地元協議状況説明書
	
	設置予定の市町村や地域住民との協議・説明状況を記入すること

	
	エ
	入居者募集計画
	
	

	
	オ
	前払金返還に係る措置状況が分かる書類
	
	

	②設置主体に関する事項

	
	ア
	法人の概要
	
	

	
	イ
	事業概要
	
	

	
	ウ

	役員名簿

	
	有料老人ホームの運営について、知識、経験を有する者を明記すること。
また、介護付きの場合は、高齢者の介護について知識、経験を有する者を明記すること。

	
	エ
	役員履歴書
	
	

	
	オ
	登記事項証明書
	
	

	
	カ
	主な出資者（株式名簿、出資比率等）
	
	

	
	キ
	過去３年の財務諸表及び事業実績
	
	

	
	ク
	その他
	
	

	③立地条件に関する事項

	
	ア
	位置図
	
	

	
	イ
	公図写し
	
	

	
	ウ
	見取図（建物配置図）
	
	

	
	エ
	現況写真
	
	

	
	オ
	立地予定地の都市計画法、農地法等関係法の該当状況及び現況
	
	関係法を所管する機関との協議状況等を明記すること。

	
	カ
	土地登記簿謄本
	
	有料老人ホーム事業以外の目的による抵当権等がないこと。

	
	キ
	建物表示登記簿謄本（既設建物利用の場合）
	
	

	
	ク
	所有権移転登記確約書（設置にあたって不動産を購入する場合）
	
	

	
	ケ
	抵当権等解除確約書（債務残高証明書）
	
	

	
	コ
	地権者の事業協力（売買内諾）書（買収、借地の場合）等
	
	

	
	サ
	既設建設物の開発許可、建築許可、建築確認等（既設建築物用途変更の場合）
	
	

	
	シ
	その他
	
	

	④規模及び構造設備に関する事項

	
	ア
	面積（敷地、建物、延べ床）
	
	

	
	イ
	建物構造
	
	

	
	ウ
	施設整備の概要（建築基準法、消防法等による避難設備、消防設備等）
	
	

	
	エ

	建物平面図、横断図（新設の場合は工事計画図面）

	
	併設施設が存在する場合には、色分け等により各区分を明確にすること。

	
	オ
	各室面積表
	
	

	
	カ
	日照、採光・換気等の状況
	
	

	
	キ
	スプリンクラー設備等
	
	消防法に係る消防署との協議状況等を明記すること

	
	ク
	診療所構造設備基準適合状況（医務室設置の場合）
	
	

	
	ケ
	その他
	
	

	⑤職員配置

	
	ア
	職員配置計画（年次計画）
	
	

	
	イ
	職員研修計画
	
	

	
	ウ
	職員衛生管理計画
	
	

	⑥設置管理運営関係

	
	ア
	施設管理規程
	
	

	
	イ
	入居者名簿等諸帳簿
	
	

	
	ウ
	緊急時対応計画（避難計画）
	
	

	
	エ
	運営懇談会規約（構成）
	
	

	⑦サービス

	
	ア

	入居契約書

	
	有料老人ホームの類型、利用料等の費用負担の額及びこれによって提供されるサービス等の内容、入居開始可能日、身元引受人の権利・義務、契約当事者の追加、契約解除の要件及びその場合の対応、一時金返還の保全措置、返還金の算定法補及びその支払時期等を明
示すること。

	
	イ
	重要事項説明書
	
	定められた様式に従うこと。

	
	ウ
	苦情解決・相談窓口
	
	

	⑧事業収支計画

	
	ア

	資金収支計画

	
	長期の返済計画（３０年以上）を策定すること。
初期投資額については、詳細な内訳及び資金調達計画について記入すること。
人件費、物価等の上昇や修繕費等を適切に見込むこと。

	
	イ
	損益収支計画書
	
	長期の計画（３０年以上）を策定すること。

	
	ウ
	主要取引銀行協力書
	
	

	⑨利用料等

	
	ア
	前払金算定根拠
	
	

	
	イ
	返還金算定方式
	
	

	
	ウ
	前払金の保全方式
	
	

	
	エ
	月額利用料明細
	
	

	
	オ
	介護費用算定根拠（返還金算定方式）
	
	


　注意事項
　※この添付書類一覧表は、事前協議書添付書類の一番上に添付すること。
　　各書類について、インデックスを添付すること（例：①ア、②イなどと表示のこと）。
　　重複する書類については、省略しないこと。
フィルに綴じて提出すること。
介護保険法第７０条の規定により特定生活入所者生活介護事業者の指定を受ける有料老人ホームにあっては、「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」を遵守すること。
    【担当連絡先】
	電話番号

	FAX番号

	E-mailアドレス

	職　　名

	氏　　名


